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研究分野：経済学史 
科研費の分科・細目：経済学、経済学説・経済思想 
キーワード：経済理論、思想史、フランス、少子化、住宅政策、企業内福祉、 

アソシエーション 
１．研究計画の概要 
 １９世紀末から２０世紀にかけてのフラ
ンスの経済統治の転換プロセスを理論と実
践の両面から解明する目的で、「社会経済
（économie sociale）」キイワードに、レオ
ン・ワルラス、エミール・シェイソン、シャ
ルル・ジッドを主要な分析対象として、市場
と政府をつなぎ、それらを補完しようとした
経済思想の特質の解明とその現代的意義の
考察を行う。 
 
 
２．研究の進捗状況 
（１）資料収集については、国内で２回、フ
ランスで２回、実施し、予定の３分の２程度
の資料を収集した。 
（２）理論面からのアプローチに関しては、
①当時の社会問題のなかでも政治的にも重
要な位置を占める人口問題に焦点を絞り、少
子化の費用便益分析が開始されていたこと
を解明した。さらに、賃金水準の相対的上昇
および少子化という現象がおこった結果と
して、マルサス人口論に対する批判が高まっ
た点、この理論面の変化・深化を受けて、女
性労働と家族に関わる人口政策が提案され
た点も明らかにした。 
②ワルラス、シェイソン、ジッド３者の「社
会経済」概念の比較研究を行い、この概念の
多様性と、それが多様な実践活動と深く結び
ついている点を確認した。 
③エンジニア・エコノミストのシェイソンに
おいては、企業内福祉が労使協調を実現する
手段と捉えられ、その担い手として、エンジ
ニアに期待が寄せられ、「社会的エンジニア」

概念が開発されたことを明らかにし、社会経
済学の一つのパターンの特徴を析出した。 
（３）実践面からのアプローチに関しては、 
①新たに出現した人口の経済分析と住宅問
題との結節点として家族が重視されたこと、
人口・住宅政策の担い手として、政府にとど
まらず、企業や協同組合などのアソシエーシ
ョンの役割が強調されたこと、そして、これ
らが世紀転換期フランスの新しい経済統治
の原型を提供したことを指摘した。 
②アンドレ・ゴダンとエミール・ガレという
二人の企業家による企業内福祉の思想と実
践を分析することを通じて、企業の社会的責
任の概念化の過程を明らかにした。そのさい、
企業内福祉の一環としての従業員教育がジ
ッドらに主導された「民衆大学」運動と強く
関連している点、企業家の社会的責任の範囲
が企業内にとどまらず、企業活動そのものに
まで及んでいることが「社会経済」の思想と
深く結びついている点を指摘した。 
 
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
社会経済の実践活動に関しては、人口問題、
住宅政策、女性労働問題など、個別の社会問
題への対応（企業内外の実践活動や政策提言、
その担い手の問題）の分析が終わり、市場と
政府をつなぐものとして多様なアソシエー
ションが構想されていたことを明らかにす
ることができた。 
社会経済の理論面の研究においては、社会経
済概念の多様性を示すことができたが、その
相互の関連や既存の経済学との関連を明ら
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かにするまでにはいたっていない。 
 
 
４．今後の研究の推進方策 
 これまで、個別の社会問題、個別の経済学
者の研究を遂行してきたが、今後の課題は、
それらを総合するとともに、世紀転換期とい
う時代の中に的確に「社会経済」の思想と実
践を位置づけることにある。そのために、 
① ワルラス、シェイソン、ジッドの思想の
相互の直接的な影響関係（プラス、マイナ
スの両面）を検証する。 
② 時代における位置づけという点では、と
くに人口問題との関連において、社会経済
の視点から、新マルサス主義と反マルサス
主義との対抗関係を分析する。 
③ 福祉国家の形成とアソシエーションの思
想と実践との関連を考察する。 
 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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